
100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
室内環境については学校薬剤師に委嘱し、プール水質については専門業者に委託し 学校における教育活動を安全な環境で行うため、本事業
てそれぞれ実施しており、必要な事務改善は行えている。 は継続して実施していく。

効率性 ５ 達成度 ３

説明
室内環境検査は全校において実施したが、新型コロナウィルス感染拡大によりプー
ルの授業が中止となったため水質検査は実施しなかったことから、委託費等の事業
費が減ったため効率性が増大している。
なお、平成３１年度末をもって下里小学校が閉校となったため、活動指標の実績値
が変更となっている。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120101 小学校環境衛生管理事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 01 人権尊重と健やかな心と体の育成

所管課係名 学務課　保健給食係 所管課長名 白土　和巳

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 学校保健安全法、学校環境衛生基準

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立小学校学校施設
対象

事業内容 学校保健安全法に基づき、学校薬剤師により各校の環境衛生検査を、委託事業者によりプール水の水質検査を実

・ 施する。

活動手段

目的 学校における教育活動が安全な環境において実施される。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 環境衛生検査、施設点検実施小学校数 単位 校

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

13 13 12

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 環境衛生検査、施設点検実施小学校率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 648 589 46

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 648 589 46

人件費（理論値）②　（千円） 222 234 239

トータルコスト①＋②　（千円） 870 823 285

単位当たりコスト　（円） 66,923 63,308 23,750

目標達成率　（％） 100
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単位当たりコスト　（円） 2,156 2,168 2,203

目標達成率　（％） 99 99 99

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
学校保健安全法に基づき実施する定期健康診断である。担当課における事務は、学 児童の健康保持増進を図るため、学校保健安全法に基づ
校調整、委託契約、介助員への支払、健診欠席者対応等であり、十分な事務改善を き実施する定期健康診断であり、継続して実施していく
行っている。令和２年度は学校臨時休業の影響で実施時期に大きな変更があったも 。
のの、年度内に事業を完了した。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
事業費に大きな変動はなく、目標値もおおむね達成しているため、効率性及び達成
度に変動はない。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120102 小学校定期健康診断事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 01 人権尊重と健やかな心と体の育成

所管課係名 学務課　保健給食係 所管課長名 白土　和巳

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 学校保健安全法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

全小学校児童
対象

事業内容 定期健康診断(内科・眼科、耳鼻科・歯科)、結核検診、心臓検診、尿検査、脊柱側わん症検診を行い、健康状態

・ を把握して､学校において疾病予防処置・治療指示・運動軽減等必要な措置をとる。

活動手段

目的 児童の発達、健康状態を把握し、健康の保持増進を図る。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 小学校各種定期健康診断受診者数 単位 人

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

5,546 5,529 5,526

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 児童の受診率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 99 99 99

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 9,295 9,176 9,317

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 9,295 9,176 9,317

人件費（理論値）②　（千円） 2,664 2,809 2,859

トータルコスト①＋②　（千円） 11,959 11,985 12,



0 0
一般財源

一般財源 26,796 26,796 24,735

人件費（理論値）②　（千円） 666 702 715

トータルコスト①＋②　（千円） 27,462 27,498 25,450

単位当たりコスト　（円） 422,492 423,046 424,167

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
学校保健安全法に基づく、学校設置者に課せられた義務的事業である。 学校保健安全法に基づき、学校設置者に課せられた事務

的事業であるため、法に則り引き続き実施していく。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
事業費に大きな変動はなく、成果指標も達成しているため、効率性及び達成度に変
動はない。
なお、平成３１年度末をもって下里小学校が閉校となったため、活動指標の実績値
及び成果指標の目標値が変更となっている。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120103 小学校学校医等配置事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 01 人権尊重と健やかな心と体の育成

所管課係名 学務課　保健給食係 所管課長名 白土　和巳

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 学校保健安全法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

各小学校学校医（内科医・耳鼻科医･眼科医）､学校歯科医､学校薬剤師
対象

事業内容 学校保健安全法に基づき、市立各小学校に医師会、歯科医師会及び薬剤師会の協力を得て、学校医（内科医･耳

・ 鼻科医･眼科医）､学校歯科医、学校薬剤師を委嘱・配置し、学校における保健管理に関する専門的事項に関して

活動手段 技術支援及び指導を行う。

目的 児童の健康の保持増進及び学校環境の維持管理に資する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 委嘱した学校医（内科医・耳鼻科医・眼科医）、学校歯科医、学校薬剤師の延べ人数 単位 人

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

65 65 60

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 学校医、学校歯科医、学校薬剤師が配置されている学校数 単位 校

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 12

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 13 13 12

実績値 13 13 12

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 26,796 26,796 24,735

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0
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目標達成率　（％） 100 100 0

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
法定ではないが、児童の健康保持増進を図るために必要な事業である。市歯科医師 本市の中学校１年生におけるＤＭＦＴ指数（集団におけ
会、東京都歯科衛生士会及び各校との調整や、実施に必要な物資の調達等が主な事 る永久歯列のう蝕罹患状況）は確実に減少が見られ、小
務であり、事務改善は十分なされている。 学校における継続した歯科保健指導の結果が出ている。

また、本市の公立小学校が例年、東京都学校歯科保健優
良校として表彰を受けているのは、本事業の効果もある
と考える。
指導実施後に行う反省会は、改善点と次年度への提案の
ほか、歯科医師による講演もあり、非常に効果的である

効率性 ５ 達成度 １ 。
子どものう歯、歯周病の予防は児童生徒の健康・発達に

説明
大きくかかわるため、本事業は引き続き実施する。

新型コロナウィルス感染拡大により口腔衛生指導を実施しなかったことから、委託
料等がなかったため、効率性が増大し

　

ているが達成度は減少

令

している。
なお、平成

和

３１年度末をもって下

3

里小学校が閉校となっ

年

たため、活動指標の実

度

績値
が変更となってい

事

る。

務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120104 口腔衛生指導事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 01 人権尊重と健やかな心と体の育成

所管課係名 学務課　保健給食係 所管課長名 白土　和巳

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 学校保健安全法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (実施方法は異なるものの、近隣市においても同趣旨の事業が実施されている。 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

小学校３年生及び６年生
対象

事業内容 市立各小学校（１２校）に歯科衛生士、学校歯科医が出向き、口腔衛生指導を行う。

・

活動手段

目的 歯を大切にしようとする習慣を身につけ、児童の歯のう蝕（虫歯）を予防する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 指導対象学校数 単位 校

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

13 13 12

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 指導対象児童受診率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 0

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 1,120 1,283 100

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 1,120 1,283 100

人件費（理論値）②　（千円） 444 468 477

トータルコスト①＋②　（千円） 1,564 1,751 577

単位当たりコスト　（円） 120,308 134,692 48,
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単位当たりコスト　（円） 1,274,604 1,332,272 1,562,808

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
学校給食法に基づく給食の提供であり、各校において献立の作成、アレルギー管理 平成２２年度から調理業務に民間委託を導入している。
、物資の購入、調理、配膳、洗浄等後片付けなどを、担当課において物資納入事業 調理業務委託導入後も安定して給食が提供されており、
者や物資の選定、会計年度任用職員の任用管理、調理業務委託の推進などを行って また栄養士を正規職員としていることから、衛生面・栄
いる。 養面にも十分な配慮がなされている。今後も、安全安心

な給食の提供を継続できるよう、調理業務委託を推進し
ていく。
なお、平成２７年３月に策定した「東久留米市立小学校
給食調理業務委託推進計画」について、令和元年７月に

効率性 ２ 達成度 ３ 見直しを行い、令和４年度から親子給食の組替えを行う
こととした。

説明
新型コロナ

　

ウィルス感染拡大に伴

令

う学校一斉休業により

和

給食の実施回数が減少

3

した
ため、効率性が減

年

少している。

度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120105 小学校給食事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 01 人権尊重と健やかな心と体の育成

所管課係名 学務課　保健給食係 所管課長名 白土　和巳

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 学校給食法、学校給食実施基準、学校給食衛生管理基準

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 ■ 対象 平成24年度 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

全小学校児童
対象

事業内容 市立小学校全校において、単独調理方式（６校）及び親子給食方式（６校）により、学校給食を実施する。

・

活動手段

目的 適切な栄養摂取による健康の保持増進のほか、望ましい食習慣の養成、食料の生産・流通・消費の正しい理解等

・ の食育に資する。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 給食実施平均日数 単位 日

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

192 191 167

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 栄養状態の悪い児童数 単位 人

指標の種類 減少を目指す指標 現年度目標値 0

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 0 0 0

実績値 0 0 0

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 52,423 51,704 54,188

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 52,423 51,704 54,188

人件費（理論値）②　（千円） 192,301 202,760 206,801

トータルコスト①＋②　（千円） 244,724 254,4



務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
各種給食備品の保守点検、及び各校からの依頼による備品修繕の発注等の事務であ 各校とも備品の経年劣化が進んでおり、給食のない夏季
り、十分な事務改善が行えている。 休業中に定期点検を行い、必要に応じて修繕を行ってい

る。
安定的に給食を提供するために、給食備品の保守は必要
であることから、引き続き実施していく。

効率性 ２ 達成度 ３

説明
備品の老朽化により、修繕にかかった費用が増大したため、効率性が減少している
。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120106 小学校給食施設維持管理事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 01 人権尊重と健やかな心と体の育成

所管課係名 学務課　保健給食係 所管課長名 白土　和巳

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 学校給食法、学校給食衛生管理基準

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

学校給食備品
対象

事業内容 給食備品（ガス回転釜・ガスボイラー・冷蔵庫・炊飯器等）の保守点検及び修繕、施設の清掃

・

活動手段

目的 給食調理に必要な備品を、適切かつ衛生的に使用できるよう管理する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 点検・修理を行った学校数 単位 校

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

9 9 9

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 施設の不備による給食中止日数 単位 日

指標の種類 減少を目指す指標 現年度目標値 0

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 0 0 0

実績値 0 0 0

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 6,123 5,577 6,406

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 6,123 5,577 6,406

人件費（理論値）②　（千円） 222 234 239

トータルコスト①＋②　（千円） 6,345 5,811 6,645

単位当たりコスト　（円） 705,000 645,667 738,333

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業



善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
給食調理場の衛生管理のため、水質検査、残留洗剤等検査及び害虫駆除を委託して 食中毒による事故等を発生させないよう、調理場の衛生
実施しており、十分な事務改善が行えている。 管理を行うことは必須であるため、継続して実施する。

効率性 ２ 達成度 ３

説明
令和２年度においては害虫駆除を２回実施したことにより委託料が増加したため、
効率性が減少している。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120107 小学校給食施設衛生管理事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 01 人権尊重と健やかな心と体の育成

所管課係名 学務課　保健給食係 所管課長名 白土　和巳

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 学校給食法、学校給食衛生管理基準

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

給食調理施設
対象

事業内容 学校給食衛生管理基準等に基づき、調理場の衛生管理のため、水質検査、残留洗剤等検査及び害虫駆除等を実施

・ する。

活動手段

目的 給食の提供に不可欠な調理場を衛生的に維持管理する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 水質検査、残留洗剤等検査及び害虫駆除実施回数 単位 回

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

3 3 3

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 調理場の給食事故回数 単位 回

指標の種類 減少を目指す指標 現年度目標値 0

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 0 0 0

実績値 0 0 0

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 457 463 550

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 457 463 550

人件費（理論値）②　（千円） 443 467 477

トータルコスト①＋②　（千円） 900 930 1,027

単位当たりコスト　（円） 300,000 310,000 342,333

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改



標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
給食調理室の設備備品は経年劣化が進んでいるため、耐用年数や劣化の状態を勘案 通常の耐用年数を遥かに超えた機器が多数あり、修理の
して、設備備品の入れ替えを策定していく。 ための部品供給が製造終了により不可能となるケースが

出てきている。
夏季休業中に実施している定期点検により、入れ替えを
要す機器を早期に捕捉し、給食提供に支障をきたさない
よう、定期的に入れ替えを行っていく必要がある。

効率性 １ 達成度 ３

説明
前年度と比較し、備品購入件数は減少したものの購入した備品の単価が増加したた
め、効率性が減少している。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120108 小学校給食施設整備事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 01 人権尊重と健やかな心と体の育成

所管課係名 学務課　保健給食係 所管課長名 白土　和巳

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 学校給食法、学校給食衛生管理基準

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

小学校給食施設備品
対象

事業内容 学校給食の提供に必要な大型厨房備品等の整備を、定期的に行う。

・

活動手段

目的 給食備品の整備により、安定した給食の提供と衛生管理体制を確立する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 給食施設備品新規購入・更新件数 単位 件

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

4 9 3

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 給食調理備品に問題がなく、給食を提供できた割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 6,241 7,852 7,060

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 6,241 7,852 7,060

人件費（理論値）②　（千円） 886 934 953

トータルコスト①＋②　（千円） 7,127 8,786 8,013

単位当たりコスト　（円） 1,781,750 976,222 2,671,000

目



545 196,934

人件費（理論値）②　（千円） 157 166 167

トータルコスト①＋②　（千円） 189,973 195,711 197,101

単位当たりコスト　（円） 27,139,000 27,958,714 28,157,286

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
平成２７年３月に策定した東久留米市立小学校給食調理業務委託推進計画に則り、 平成２７年３月に、平成２７年度から令和２年度までを
調理業務委託を推進するために必要となる事務を実施する。 計画期間とする東久留米市立小学校給食調理業務委託推

進計画を策定し、平成２９年度から第五小学校及び南町
小学校（子校）の調理業務を委託した。
なお、令和元年７月に同計画の一部を見直し、令和４年
度当初から親子給食の組み替えを行うこととした。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
平成２２年度から調理業務の民間委託化に取り組んでおり、人員体制の安定化に寄
与することで、安全安心な給食の継続的な提供が可能

　

になっている。
なお、

令

平成３１年度末をもっ

和

て下里小学校が閉校と

3

なったため、活動指標

年

の実績値
は変わらない

度

が、成果指標の目標値

事

が変更となっている。

務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120109 小学校給食調理業務委託事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 01 人権尊重と健やかな心と体の育成

所管課係名 学務課　保健給食係 所管課長名 白土　和巳

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 学校給食法、学校給食実施基準、学校給食衛生管理基準、文部省体育局長通知「学校給食業務の運営の合理化に

ついて」

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン ■ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

小学校給食調理校
対象

事業内容 小学校給食の調理業務の民間委託について計画を策定するとともに、同計画に沿って民間委託を推進する。また

・ 、委託後は実施業務の点検・確認を行うとともに、その結果について検証する。

活動手段

目的 将来にわたって、学校給食の安全、安心な提供を継続的に確保する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 給食調理業務を委託している学校数 単位 校

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

7 7 7

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 全小学校のうち給食調理業務を委託している学校の割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 58

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 54 54 58

実績値 54 54 58

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 189,816 195,545 196,934

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 189,816 195,



2 234 239

トータルコスト①＋②　（千円） 31,425 34,935 25,271

単位当たりコスト　（円） 163,672 182,906 151,323

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
親子給食方式における給食及び食器類の配送業務委託、及び学校調整事務であり、 昭和６１年度に親子給食方式を導入したことにより開始
適切な事務改善が行えている。 している事業であり、子校への安定的な給食の配送のた

め、引き続き実施していく。

効率性 ４ 達成度 ３

説明
新型コロナウィルス感染拡大に伴う学校一斉休業により給食の実施回数が減少した
ため、委託料が減額になったことから、効率性が増大している。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120110 小学校給食配送事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 01 人権尊重と健やかな心と体の育成

所管課係名 学務課　保健給食係 所管課長名 白土　和巳

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 □ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

親校で調理した子校児童の給食
対象

事業内容 本市の学校給食は、昭和61年度から昭和63年度にかけて順次親子給食方式を導入し、親校から給食等を子校へ配

・ 送する必要が生じた。子校の給食開始時間までに親校から調理した給食及び食器類を配送し、給食終了後、使用

活動手段 した食器類及び残菜を子校から親校に配送する。

目的 親子給食方式において、子校で適切に学校給食を実施する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 年間配送日数 単位 日

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

192 191 167

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 給食時間までに子校に給食が配送された割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 31,203 34,701 25,032

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 31,203 34,701 25,032

人件費（理論値）②　（千円） 22



100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
室内環境については学校薬剤師に委嘱し、プール水質については専門業者に委託し 学校における教育活動を安全な環境で行うため、本事業
て実施しており、必要な事務改善は行えている。 は継続して実施していく。

効率性 ５ 達成度 ３

説明
室内環境検査は全校において実施したが、新型コロナウィルス感染拡大によりプー
ルの授業が中止となったため水質検査は実施しなかったことから、委託費等の事業
費が減ったため効率性が増大している。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120111 中学校環境衛生管理事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 01 人権尊重と健やかな心と体の育成

所管課係名 学務課　保健給食係 所管課長名 白土　和巳

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 学校保健安全法、学校環境衛生基準

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立中学校学校施設
対象

事業内容 学校保健安全法に基づき、学校薬剤師により各校の環境衛生検査を、委託事業者によりプール水の水質検査を実

・ 施する。

活動手段

目的 学校における教育活動が安全な環境において実施される。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 環境衛生検査、施設点検実施中学校数 単位 校

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

7 7 7

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 環境衛生検査・施設点検実施中学校率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 215 180 29

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 215 180 29

人件費（理論値）②　（千円） 222 234 239

トータルコスト①＋②　（千円） 437 414 268

単位当たりコスト　（円） 62,429 59,143 38,286

目標達成率　（％） 100 100



3 9,913

単位当たりコスト　（円） 3,902 3,901 3,912

目標達成率　（％） 99 99 99

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
学校保健安全法に基づき実施する定期健康診断である。担当課における事務は、学 生徒の健康保持増進を図るため、学校保健安全法に基づ
校調整、委託契約、介助員への支払、健診欠席者対応等であり、十分な事務改善を き実施する定期健康診断であり、継続して実施していく
行っている。令和２年度は学校臨時休業の影響で実施時期に大きな変更があったも 。
のの、年度内に事業を完了した。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
事業費に大きな変動はなく、目標値もおおむね達成しているため、効率性及び達成
度に変動はない。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120112 中学校定期健康診断事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 01 人権尊重と健やかな心と体の育成

所管課係名 学務課　保健給食係 所管課長名 白土　和巳

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 学校保健安全法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

全中学校生徒
対象

事業内容 定期健康診断(内科・眼科、耳鼻科・歯科)、結核検診、心臓検診、尿検査、脊柱側わん症検診、貧血検査を行い

・ 、健康状態を把握して､学校において疾病予防処置・治療指示・運動軽減等必要な措置をとる。

活動手段

目的 生徒の発達、健康状態を把握し、健康の保持増進を図る。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 中学校各種定期健康診断受診者数 単位 人

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

2,570 2,541 2,534

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 生徒の受診率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 99 99 99

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 7,365 7,104 7,054

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 7,365 7,104 7,054

人件費（理論値）②　（千円） 2,664 2,809 2,859

トータルコスト①＋②　（千円） 10,029 9,91



29 14,483

人件費（理論値）②　（千円） 666 702 715

トータルコスト①＋②　（千円） 15,095 15,131 15,198

単位当たりコスト　（円） 431,286 432,314 434,229

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
学校保健安全法に基づく、学校設置者に課せられた義務的事業である。 学校保健安全法に基づき、学校設置者に課せられた義務

的事業であるため、法に則り引き続き実施していく。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
事業費に大きな変動はなく、成果指標も達成しているため、効率性及び達成度に変
動はない。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120113 中学校学校医等配置事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 01 人権尊重と健やかな心と体の育成

所管課係名 学務課　保健給食係 所管課長名 白土　和巳

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 学校保健安全法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

各中学校学校医(内科医・耳鼻科医・眼科医)、学校歯科医、学校薬剤師
対象

事業内容 学校保健安全法に基づき、市立各中学校に医師会並びに歯科医師会、薬剤師会の協力を得て、学校医(内科医･耳

・ 鼻科医･眼科医)、学校歯科医、学校薬剤師を委嘱・配置し、学校における保健管理に関する専門的事項に関して

活動手段 技術支援及び指導を行う。

目的 生徒の健康の保持増進及び学校環境の維持管理に資する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 委嘱した学校医、学校歯科医、学校薬剤師の延べ人数 単位 人

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

35 35 35

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 学校医、学校歯科医、学校薬剤師が配置されている学校数 単位 校

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 7

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 7 7 7

実績値 7 7 7

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 14,429 14,429 14,483

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 14,429 14,4



96,383 1,141,889 1,356,109

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
「弁当併用型スクールランチ」方式での給食提供に必要な、予約システム運用委託 スクールランチの喫食率は、弁当併用方式を採用してい
、物資の購入、献立作成、調理業務委託、給食時間における指導等を行っている。 ることもあり、おおよそ６割で推移している。

当市の予約システムによる給食費先払い方式は、給食費
滞納を発生させない仕組みであり、給食費管理のうえで
有用である。
平成３０年度から予約システムにおいて、予約忘れ防止
や入力の手間の簡素化を目的に、在校時一括予約の仕組
みを導入した。

効率性 ２ 達成度 ３

説明
新型コロナウィルス感染拡大に伴う学校一斉休業により給食の実施回数が減少した
ため、効率性が減少している。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120114 中学校給食事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 01 人権尊重と健やかな心と体の育成

所管課係名 学務課　保健給食係 所管課長名 白土　和巳

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 学校給食法、学校給食実施基準、学校給食衛生管理基準

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

全中学校生徒
対象

事業内容 ｢弁当併用型スクールランチ｣方式により、学校給食を実施する。

・

活動手段

目的 適切な栄養摂取による健康の保持増進のほか、望ましい食習慣の養成、食料の生産・流通・消費の正しい理解等

・ の食育に資する。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 給食実施平均日数 単位 日

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

193 190 165

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 栄養状態の悪い生徒数 単位 人

指標の種類 減少を目指す指標 現年度目標値 0

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 0 0 0

実績値 0 0 0

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 204,499 209,470 216,134

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 204,499 209,470 216,134

人件費（理論値）②　（千円） 7,103 7,489 7,624

トータルコスト①＋②　（千円） 211,602 216,959 223,758

単位当たりコスト　（円） 1,0



性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
各種給食備品の保守点検、及び各校からの依頼による備品修繕の発注等の事務であ 各校の備品とも小学校に比べて新しいが、経年劣化は進
り、十分な事務改善が行えている。 んでいるため、給食のない夏季休業中に定期点検を実施

し、必要に応じて修繕を行っている。
安定的に給食を提供していくために、給食備品の保守は
必要であることから、引き続き実施していく。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
事業費に大きな変動はなく、成果指標も達成しているため、効率性及び達成度に変
動はない。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120115 中学校学校給食施設維持管理事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 01 人権尊重と健やかな心と体の育成

所管課係名 学務課　保健給食係 所管課長名 白土　和巳

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 学校給食法、学校給食衛生管理基準

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

学校給食備品
対象

事業内容 給食備品（牛乳保冷庫等）の保守点検及び修繕、施設の清掃

・

活動手段

目的 給食調理に必要な備品を、適切かつ衛生的に使用できるよう管理する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 点検・修理を行った学校数 単位 校

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

7 7 7

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 施設の不備による給食中止日数 単位 日

指標の種類 減少を目指す指標 現年度目標値 0

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 0 0 0

実績値 0 0 0

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 502 308 340

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 502 308 340

人件費（理論値）②　（千円） 222 234 239

トータルコスト①＋②　（千円） 724 542 579

単位当たりコスト　（円） 103,429 77,429 82,714

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向



％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
地場産農産物を給食に使用したり授業で活用することは、食育を推進するうえで重 各校で積極的に地場農産物を給食に取り入れ、授業など
要である。また、健康課、子育て支援課、障害福祉課（わかくさ学園）、学務課の を通じて食育に大いに活用している。
各栄養士による「職域を超えた地域の健康づくり」において、市民向けに配布する また、本年度も市内全校で地場産農産物を活用した共通
「東久留米の野菜レシピ」（健康課予算で作成）でも地場産農作物をＰＲするなど 献立を提供する「くるめ産給食の日」を市内農家や各団
、効果的効率的な事業運営に努めている。 体の協力を得て実施し、非常に好評であった。

一方、地場産農産物は洗浄回数を多くする必要があるな
ど、調理場の効率性は必ずしも高いとは言えないが、地
産地消や食育の観点からも有用であるので、引き続き事

効率性 ４ 達成度 ３ 業実施していく。
また、市農業振興計画において、学校給食への供給
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務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120116 学校給食における地場産農作物活用事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 01 人権尊重と健やかな心と体の育成

所管課係名 学務課　保健給食係 所管課長名 白土　和巳

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

全小中学校児童生徒
対象

事業内容 市内の農産物生産者から季節に応じた地場産物（ほうれん草・大根等）を購入し、学校給食に活用する。

・

活動手段

目的 望ましい食生活や食料の生産等に対する子どもの関心と理解を深めるとともに、地産地消を進めていくため。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 学校給食での地場産野菜の活用回数 単位 回

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

1,043 1,048 1,194

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 全児童生徒のうち地場産野菜を知っている児童生徒の割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 0 0 0

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 443 467 477

トータルコスト①＋②　（千円） 443 467 477

単位当たりコスト　（円） 425 446 399

目標達成率　（



②　（千円） 3,855 4,008 4,366

単位当たりコスト　（円） 4,110 4,268 4,577

目標達成率　（％） 98 98 98

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
学校保健安全法に基づき実施する健康診断である。各学校において実施する現在の 法定事業であり、小学校入学予定児童の心身の状態を確
方式は、地域住民の利便性や、指定日に受診できなかった者に代替日の選択が複数 認し、就学に向けて保健上の適切な助言を行うため、引
あることから、現状どおりが適切である。 き続き実施する。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
事業費に大きな変動はなく、目標値もおおむね達成しているため、効率性及び達成
度に変動はない。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120117 就学時健康診断事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 01 人権尊重と健やかな心と体の育成

所管課係名 学務課　保健給食係 所管課長名 白土　和巳

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 学校保健安全法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

東久留米市の区域内の小学校入学予定の児童及びその保護者
対象

事業内容 学校保健安全法に定められた就学時健康診断の実施(眼科・耳鼻科・歯科・内科・視力・知能検査)

・

活動手段

目的 就学予定児童の心身の健康状態を確認することを目的に健康診断を実施し、その結果に基づき、治療を勧告し、

・ 保健上必要な助言を行うほか、必要に応じて就学猶予や特別支援学校への就学指導など適切な措置を行う。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 受診者数 単位 人

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

938 939 954

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 受診率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 98 98 98

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 3,063 3,173 3,508

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 3,063 3,173 3,508

人件費（理論値）②　（千円） 792 835 858

トータルコスト①＋



係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 143 88 73

人件費（理論値）②　（千円） 89 47 48

トータルコスト①＋②　（千円） 232 135 121

単位当たりコスト　（円） 58,000 67,500 60,500

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
特に改善の余地は認めない。新型コロナウイルスの影響で、書面開催を１回行った いじめの問題は学校を含めた社会全体に関する課題であ
。 り、とりわけ学校においては、いじめ問題に適切に対処

し、児童・生徒が安心して学校生活を送ることができる
ようにすることが重要である。
今後も市教育委員会では、学校、家庭、地域、各関係機
関と連携を図り、いじめ防止等の対策について、総合的
かつ効果的に推進する必要がある。

効率性 ４ 達成度 ３

説明
対策委員会１回、連絡協議会１回、開催。具体的に協議する案件もなく、臨時会は
開催しなかった。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120118 いじめ問題対策事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 01 人権尊重と健やかな心と体の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 ・いじめ防止対策推進法　・東久留米市いじめ防止対策推進条例　・東久留米市教育委員会いじめ問題対策委員

会運営規則　・東久留米市いじめ防止対策推進基本方針　・東久留米市いじめ問題対策連絡協議会運営要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市内児童・生徒
対象

事業内容 いじめ問題対策連絡協議会を設置し、関係機関及び団体と連携を図る。教育委員会いじめ問題対策委員会を設置

・ し、いじめの防止等のための対策の推進について調査審議する。

活動手段

目的 関係機関等と連携し、いじめ等の防止策を、総合的かつ効果的に推進して、児童・生徒が安心して学校生活・地

・ 域生活を送ることができるようにする。また、必要に応じて連絡協議会を開催する。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 連絡協議会及び対策委員会の開催回数 単位 回

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

4 2 2

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 143 88 73

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0



①＋②　（千円） 679 735 538

単位当たりコスト　（円） 33,950 36,750 28,316

目標達成率　（％） 103 96 94

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
各教科の授業や活動の中で、意図的・計画的に人権尊重教育を取り込んでおり、改 人権尊重は、本市教育委員会の基本方針として掲げてお
善の余地はない。 り、継続して人権の意識の高揚を図ることは重要である

。

新型コロナウイルスの影響により表彰式は中止したが、
表彰状は学校を通じて本人に授与した。

効率性 ５ 達成度 ３

説明
全小中学校において、年間を通じて、各教科の授業や活動の中で、意図的・計画的
に人権尊重教育を取り込んでおり、効率的に実施できている。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120119 人権尊重教育事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 01 人権尊重と健やかな心と体の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立小・中学校児童・生徒
対象

事業内容 人権尊重教育を実施し、人権教育推進月間で児童・生徒から、人権作文、ポスター、標語を募集し、これらの作

・ 品の表彰発表を市民人権の集いにおいて行い、特に意識の高い者の作品を表彰する。併せて教員を対象とした研

活動手段 修を実施する。

目的 児童・生徒が人権尊重の意識をもって、学校生活を送ることができるようにする。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 作品を募集した市立小・中学校数 単位 校

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

20 20 19

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 人権尊重推進月間に応募した児童・生徒の作品数 単位 点

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 4,000

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 4,462 4,581 4,402

実績値 4,581 4,402 4,140

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 14 34 13

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 14 34 13

人件費（理論値）②　（千円） 665 701 525

トータルコスト



正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
法令に基づく事務であり、改善の余地はなく、業務フローについても一定の習熟を 義務的事業であり、教職員の健康管理に欠かせないため
見ており、現段階で業務改善の余地はない。 、継続すべき事業である。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
全部委託業務として単価設定が前年度とほぼ変更がないため、効率性に変化はない
。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120120 教職員健康診断事業（法定）
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 01 人権尊重と健やかな心と体の育成

所管課係名 指導室　教職員係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 学校保健安全法第１５条（同施行規則第１２～１４条）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

都費負担職員（教職員・事務職員・栄養職員等）
対象

事業内容 循環器系検診、結核検診、消化器系検診

・

活動手段

目的 各種検診により、疾病を早期に発見し、教職員の健康増進に寄与することを目的とする。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 受診者数 単位 人

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

480 465 499

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 3,108 2,994 3,484

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 3,108 2,994 3,484

人件費（理論値）②　（千円） 1,644 1,734 1,625

トータルコスト①＋②　（千円） 4,752 4,728 5,109

単位当たりコスト　（円） 9,900 10,168 10,238

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改



地がある □ 令和4年度の方向性 廃止(完了･統合含む)

説明 総合評価（課題・方向性）
教職員の健康・安全への配慮として、予防・改善のための取組であり、業務フロー 近隣市において実施地区が少ないことと、令和３年度よ
についても業務改善の余地はない。 りストレスチェックを実施することから、令和２年度ま

での事業として廃止する。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
平成３１年度は、年度途中の肝炎ワクチンの供給減少があり契約変更等を余儀なく
され、人件費が増加したが、令和２年度においては、滞りなく実施できた。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120121 教職員健康診断事業（法定外）
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 01 人権尊重と健やかな心と体の育成

所管課係名 指導室　教職員係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期 令和2年度

根拠法令等 学校保健安全法第４条

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

都費負担職員（教職員・事務職員・栄養職員等）
対象

事業内容 傷害・疾病等の応急処置を行う養護教諭及び児童・生徒の介護にも当たる特別支援学級担任に対し、Ｂ型肝炎予

・ 防接種を行う。

活動手段

目的 B型肝炎の予防接種を受けることにより、教職員の罹患予防に寄与する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 受診者数 単位 人

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

19 19 19

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 377 332 333

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 377 332 333

人件費（理論値）②　（千円） 111 163 120

トータルコスト①＋②　（千円） 488 495 453

単位当たりコスト　（円） 25,684 26,053 23,842

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余



（理論値）②　（千円） 1,648 1,556 1,430

トータルコスト①＋②　（千円） 5,339 4,861 3,357

単位当たりコスト　（円） 266,950 243,050 176,684

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
東京都からの受託事業であり、改善の余地はない。 オリンピック・パラリンピック教育は、単にスポーツへ

の興味・関心を高め、体力・運動能力の向上につながる
だけではなく、日本人としてのアイデンティティの確立
や国際交流、国際理解、障害者理解など多岐の教育分野
にわたる。また日本の更なる発展の担い手となる人材を
育成し、東京２０２０大会の経験を通じ、人生の糧とな
るようなかけがえのない経験を、児童生徒の一人ひとり
の心と体に残していくことにつながるため、推進してい

効率性 ５ 達成度 ３ く意義がある。

説明
オリンピック・パラリンピックの開催に向けて、東京都が本事業を推進しており、
全校を対象に実施にしている。全額東京都負担

　

である。

令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120122 オリンピック・パラリンピック教育推進校事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 01 人権尊重と健やかな心と体の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 オリンピック教育推進校設置要綱（東京都）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (都内全校 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立小中学校
対象

事業内容 積極的にオリンピック・パラリンピック教育に取り組む学校がオリンピック・パラリンピック教育推進校として

・ 東京都から指定を受け、オリンピック・パラリンピックに関する教育、啓発活動に取り組む。

活動手段

目的 校内指導体制を整え、児童・生徒の状況に応じた多様なオリンピック・パラリンピック教育を展開する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 指定を受けた学校数 単位 校

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

20 20 19

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 当該事業にかかわった児童・生徒数／対象児童・生徒数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 3,691 3,305 1,927

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 3,691 3,305 1,927

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費



人件費（理論値）②　（千円） 665 701 715

トータルコスト①＋②　（千円） 19,850 21,182 22,956

単位当たりコスト　（円） 68,685 69,678 76,776

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
業務に関する手段や内容については、事業開始当初から見直し、改善を繰り返し現 教育相談内容は多岐にわたり複雑なことも多く、対応も
在の方法となった。対象者への周知も進み相談件数も増加していることから、現段 多様化している。研修会を更に充実させ教育相談員の資
階で業務フローに改善の余地はない。 質向上を図るとともに、粘り強く丁寧な対応や支援を行

えるよう、現状の相談体制を維持していくことが必要で
ある。

効率性 ２ 達成度 ３

説明
目的達成のための活動や手段として妥当である。また、コストについては削減に努
めているが、相談件数の増加によりこれ以上は難しい。相談及び検査件数が昨年度
より減少しているのは、学校が臨時休校中、相談室

　

も電話による相談のみ

令

にしてい
たためである

和

。

3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120123 教育相談事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 01 人権尊重と健やかな心と体の育成

所管課係名 指導室　特別支援教育係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 東久留米市教育センター教育相談室運営要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市内在住の幼児、小・中学生と保護者、教員
対象

事業内容 教育センター中央相談室及び滝山相談室において、児童・生徒の知能、学業、性格、行動、精神、身体、進路、

・ 適正等について、電話もしくは来室により教育相談を行う。

活動手段

目的 市内在住の幼児、小・中学生及び保護者や教員が直面する教育上の様々な問題や障害などについて専門的な立場

・ からカウンセリング等を行い問題の解決を図る。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 相談及び検査件数 単位 件

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

289 304 299

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 相談に対する支援実施率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 19,185 20,481 22,241

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 19,185 20,481 22,241



係る財源 特定財源に伴う一般財源 2,659 2,919 2,599
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 4,830 5,093 5,194

トータルコスト①＋②　（千円） 10,148 10,924 10,235

単位当たりコスト　（円） 28,912 27,726 32,492

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
業務については、事業開始当初から必要に応じて見直しながら進めてきた。学校の 児童・生徒が抱える問題・課題を整理し、関係機関と連
協力も得て、スクールソーシャルワーカーについて対象者の理解も進み、適正な手 携して環境の調整・改善を図るためには専門職であるス
続きのもと、相談がなされているため、現段階で業務フローについて改善の余地は クールソーシャルワーカーの配置は不可欠である。ここ
ない。 数年、退職が続いており、現状の配置体制を維持しなが

ら、スーパーバイザーの配置やスクールソーシャルワー
カーの勤務日数の増加、賃金など

　

の勤務条件の向上等、

令

事業の推進に結びつく

和

手段について検討して

3

、令和３年
度よりスク

年

ールソーシャルワーカ

度

ーを指導室に勤務させ

事

効率性 ２ 達成度 ３ 指導

務

主事と連携できるよう

事

にした。

説明
相談内容

業

が複雑化する中、現在

評

の相談体制で最大限の

価

努力をして対応した。

表

コスト
削減に務めてい

(

るが、これ以上削減す

令

ると、サービスの著し

和

い低下を招く恐れがあ

2

る。

年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120124 スクールソーシャルワーカー配置事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 01 人権尊重と健やかな心と体の育成

所管課係名 指導室　特別支援教育係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 東京都スクールソーシャルワーカー活用事業補助金要綱（東京都）

東久留米市スクールソーシャルワーカー設置要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立小・中学生、保護者、教員
対象

事業内容 問題を抱える児童・生徒が置かれた環境への働き掛け、関係機関等との連携、調整を図る。また、学校における

・ 支援体制の構築のほか、学校の要望に応じて、スクールソーシャルワーカーを派遣し問題の解決を図る。

活動手段

目的 いじめ、不登校、暴力行為、虐待など児童・生徒が直面する様々な生活上の困難や課題や環境に対応し、改善、

・ 解決を図る。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 相談件数 単位 件

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

351 394 315

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 相談に対する支援率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 5,318 5,831 5,041

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 2,659 2,912 2,442

（実績額）」に その他 0 0 0



　（千円） 754 795 811

トータルコスト①＋②　（千円） 7,104 7,706 8,319

単位当たりコスト　（円） 47,046 57,081 54,730

目標達成率　（％） 66 41 46

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
適応教室入退室に関する手順は、平成28年度当初に見直し、学校への周知を行った 不登校の原因は多岐にわたり、対応も多様化している。
。現在、定着し始めているところであるため、今後の経過を見てから検討を行う。 長期欠席の児童、生徒数及び、学習適応教室体験や入室

に係る相談件数は増加傾向にあり、小学生の相談も見ら
れる。将来の社会的自立に向けた取組を推進するために
も指導体制は現状を維持しなければならない。

効率性 ３ 達成度 １

説明
目的達成のための活動や手段として妥当である。学習適応教室への入室者は、年度
によって異なる。平成29年度においても、入室相談や入室体験は実施したが、入室
に結びつかないケースもあった。学校への復帰率１００％を目指して支援して

　

いる
が、対象児童・生

令

徒の抱えている課題等

和

の状況や年度によって

3

、効率性や達成度は
変

年

動する。

度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120125 不登校対策事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 01 人権尊重と健やかな心と体の育成

所管課係名 指導室　特別支援教育係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 東久留米市学習適応教室運営要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立学校に在籍する不登校児童・生徒
対象

事業内容 学校・保護者の了解・申出により、学習適応教室入室判定会議を経て入室が決定する。教育センター休館日を除

・ く、火曜から金曜まで開設し、保護者や学校、関係機関と連携を図りながら、学習指導や基本的生活習慣の習得

活動手段 及び集団生活への適応などについて指導を行う。

目的 市立学校に在籍する不登校児童・生徒の社会的自立支援に向けて助言、指導を行う。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 学習適応教室実施日数 単位 日

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

151 135 152

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 学校復帰率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 66 41 46

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 6,350 6,911 7,508

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 6,350 6,911 7,508

人件費（理論値）②



含む)

説明 総合評価（課題・方向性）
東京都教育委員会主催の事業への参加であり、制度についての改善の余地はない。 新型コロナウイルスの影響で事業中止となった。
令和２年度は新型コロナウイルスの影響で、事業中止であった。 令和２年度で終了する事業である。

効率性 ３ 達成度 １

説明
新型コロナウイルスの影響で事業中止となった。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120126 中学生「東京駅伝」事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 01 人権尊重と健やかな心と体の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期 令和2年度

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立中学校
対象

事業内容 東京都の中学校教育の一環として、区市町村対抗の駅伝競走を実施。例年２月上旬に開催。

・

活動手段

目的 中学生の健康増進・持久力をはじめとする体力向上、スポーツの振興及び競技力の向上を目的とする。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 大会への参加回数 単位 回

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

1 1 0

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 選手に選出された人数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 0

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 42 42 42

実績値 42 42 0

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 267 269 0

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 267 269 0

人件費（理論値）②　（千円） 34 36 0

トータルコスト①＋②　（千円） 301 305 0

単位当たりコスト　（円） 301,000 305,000 －

目標達成率　（％） 100 100 0

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 廃止(完了･統合



達成率　（％） 92 86 89

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
進路指導・生活指導主任研修会の開催は、主任教諭が生活・進路指導に対する知識 進路・生活指導担当の主任教諭が研修等で得た進路指導
、理解を深めるために必要不可欠であり改善の余地はない。 や生活指導に対する知識理解や最新情報等に基づいて、

指導を行うことは重要である。

効率性 ３ 達成度 ２

説明
前年度と同様に、効率的に実施できている。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120127 生活・進路指導事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 01 人権尊重と健やかな心と体の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

進路・生活指導主任教諭
対象

事業内容 進路指導主任研修会・生活指導主任研修会の開催

・ 職場訪問体験等の対応

活動手段 警察署・裁判所・児童相談所等関係機関との連携

目的 担当教諭が生活・進路指導に対する知識理解を深め、また最新情報等を得て、進路指導や生活指導の充実を図る

・ 。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 進路指導主任研修会・生活指導主任研修会の開催回数 単位 回

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

4 4 4

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 いじめの認知件数に対する解消率（中学校） 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 92 86 89

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 80 89 66

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 80 89 66

人件費（理論値）②　（千円） 660 697 710

トータルコスト①＋②　（千円） 740 786 776

単位当たりコスト　（円） 185,000 196,500 194,000

目標



般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 0 0 0

トータルコスト①＋②　（千円） 0 440 440

単位当たりコスト　（円） － 440,000 440,000

目標達成率　（％） － 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 廃止(完了･統合含む)

説明 総合評価（課題・方向性）
東京都からの受託事業であるため、改善の余地はない。 当市中学校が推進校として、平成３１年度から令和２年

度までの指定がなされた。
授業改善に向けた取組において、持続可能な開発目標（
SDGｓ）に関連した課題等を設定し、主体的・対話的に
深い学びの実現に向けた授業改善に取り組むとともに、
学習指導要領を踏まえた体系的な指導計画例と授業モデ
ルを作成するなど、持続可能な社会づくりに向けた教育
を推進している。

効率性 ３ 達成度 ３ 令和２年度で事業終了である。

説明
東京都からの受託事業であるが、効果的に実施できている。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120128 持続可能な社会づくりに向けた教育推進校
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 01 人権尊重と健やかな心と体の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期 令和2年度

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (武蔵村山市・八王子市・国分寺市・調布市・日野市 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立小・中学校
対象

事業内容 持続可能な社会づくりに向け、自然環境や地域・地球規模等の諸課題について、児童・生徒一人ひとりが自らの

・ 課題として考え、解決していくための能力や態度の育成を図り、その取組について普及・啓発していく。

活動手段

目的 持続可能な社会づくりに向け、自然環境や地域・地球規模等の諸課題について、児童・生徒一人ひとりが自らの

・ 課題として考え、解決していくための能力や態度の育成を図る。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 指定を受けた学校数 単位 校

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

未実施 1 1

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 当該事業にかかわった生徒数 単位 名

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 －

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 未設定 231 212

実績値 未実施 231 212

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 0 440 440

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 440 440

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一


